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地方自治体間の情報共有を目的とした  
大規模合意形成支援システムの有効性  
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概要：筆者らは, これまで一連の議論を支援する大規模合意形成支援システムの開発および実験を行ってきた. 本研
究では, 複数の地方自治体間の職員が情報共有および課題解決を行うことを目的とした社会実験に, 本システムを用
いることで, その有効性を検証することを目的とする.  
	 愛知県内の地方自治体職員が参加する社会実験「AICHI街づくりデザインリーグ 2016」を対象とする. まず, これ
までの実験より得られた課題を踏まえ, コアタイム機能および投稿評価機能を新たに実装する. 次に, それぞれの機
能について, 学生を対象とした評価実験を実施する. 評価実験より得られた知見を踏まえ, 機能を改善する. そして, 
機能を改善した支援システムを用いて, AICHI街づくりデザインリーグ 2016を実施する.愛知県内の地方自治体職員
に加え, 学生も参加し, 議論をおこなう. 議論データの集計および参加者へのアンケート調査より, その有効性およ
び課題点を把握する.  
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1. はじめに   

1.1 研究の背景と目的  
	 近年, 地方都市では, 地方経済の低迷, 地方産業の停滞・
空洞化, 地方財政の逼迫, 中心市街地の機能低下等の様々
な課題を抱えている. 一方で, 独自の地域経営の視点を持
ち, 地域住民と協働しながら活性化のための取組みを自立
的に進める地方都市も現れつつある[1]. しかし, 地方自治
体（以下, 自治体）間の情報共有が十分にされていないのが
現状である.  
	 また, 筆者らは, これまで, web 技術を活用し, 時間的・
空間的に離れたユーザーの議論を支援する合意形成支援シ

ステム（以下, 支援システム）の開発および研究を進めてき
た.  2014年には, オフィス家具の商品開発を目的としたワ
ークショップ（以下, WS）を対象とした実験を実施し, フ
ァシリテータに着目した支援システムの検証をおこなった

[2]. これは,  WSの参加人数が 12名以下と, 小規模な議論
であったが, 有効性が検証された. 一方, 議論の終盤におい
て, 参加者間の十分な議論はおこなわれず, 課題として示
された. 
	 そこで, 2015 年には, まちづくりを議論対象とし, 自治
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体間の情報共有および課題解決を目的とした社会実験

「AICHI街づくりデザインリーグ 2015（以下, デザインリ
ーグ 2015）」を実施した[3][4]. これは, 愛知県内の各市町
村に離れた 75名による議論を実現し, 遠隔地での大規模意
見集約の可能性を示した. また参加者へのアンケート調査
より, 本支援システムを用いたこの取り組みは, 自治体間
の情報共有および課題解決に有効であると評価を得た. 一
方, 議論が進むにつれ, 投稿数が減少するといった課題も
みられた. 
	 本研究では, まず前述した 2つの課題に対して, 新たに機
能を実装し, 改善を試みる. 続いて, 評価実験を実施し, 実
装した機能の効果および課題点を把握する. 
	 次に, 2015年に引き続き, 「AICHI街づくりデザインリ
ーグ 2016」（以下, デザインリーグ 2016）を実施し, 自治
体間の情報共有および課題解決を目的とした大規模な議論

における本支援システムの有効性を検証することを目的と

する.  
1.2 先行研究と本研究の位置付け  
	 インターネット上でおこなう多人数の議論に関する研究

として, 電子会議システムを用いて, 市民意見の形成を目
指した小林ら[5][6][7]による研究が挙げられる. これは, 文
字データ以外の多様な電子データを利用する機能や情報整

理機能を備えた多機能電子会議システムを開発し, 市民を
対象とした実験をおこなっている. しかし, このシステム
は, 参加者から幅広く意見を集めることができる一方, 意
見交換をひとつの提案としてまとめることが課題であると
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考えられる. 本研究では, 議論による参加者間の合意形成
を主題としており, 支援システムに, ファシリテータを導
入し, さらに意見集約を支援する機能を搭載することで, 
提案としてまとめることを可能としている. 
	 コンピュータ技術を用いて, WS を支援する研究として, 
VR（バーチャルリアリティ）や GIS（地理情報システム）
を活用した WS 支援を提案している瀧口, 大畑, 有馬ら
[8][9][10]の研究が挙げられる. これは, 参加者の主体的な
利用を想定したシステムを提案しているが, 現状では運営
側からの情報発信に限られており, コミュニケーションの
ツールとしてではなく, プレゼンテーションのツールとし
て利用されている課題がある. 本研究で扱う支援システム
は, 参加者間の対話により議論が進められるため, 参加者
の主体的な利用が可能であるといえる. 
1.3 合意形成支援システム「COLLAGREE」  
	 本研究で扱った合意形成支援システム COLLAGREE の
インターフェースを図１に示す. 画面上部に投稿欄, 画面
左側に参加者が投稿したコメント一覧が時系列にそって表

示され, 投稿には, 返信コメントをつけることができる. ま
た, 画面右側には議論を支援する機能が配置されている. 
本支援システムに搭載した機能の詳細を表１に示す.  
	 議論を円滑に進行し, 合意形成に向けて深い議論がなさ
れるよう調整する役割として, ファシリテータが１名参加
する. ファシリテータは, 議論に対して中立的な立場を保
ちながら議論を進行する役割を果たす. また, 議論は「発散
フェイズ」「収束フェイズ」「評価フェイズ」に分かれてお

り, ファシリテータが任意のタイミングで切り替え, 議論
を進める. フェイズの状況は,	 画面上部に表示される. 「発
散フェイズ」では, 議論テーマに対して, 幅広く意見を集め, 
様々な可能性について検討をおこなう. 「収束フェイズ」で
は, 発散フェイズで挙げられた意見について, 検討を重ね, 
絞り込んでいく. 「評価フェイズ」では, これまでの議論を
集約させ, 合意形成案をまとめる. 
 

2. 調査概要  
2.1 AICHI 街づくりデザインリーグについて  
	 デザインリーグは, 愛知県と筆者らが共催し, 実施した
社会実験である. この社会実験は, 愛知県内の各地域にお
いて顕在化している問題を各市町村間で共有し, 今後の問
題解決へとつなげることを目的としている. 2015年 1月 30
日から同年2月6日にかけてデザインリーグ2015を開催し, 
2016年 10月 28日から同年 11月 4日にかけてデザインリ
ーグ 2016を開催した.  
	 デザインリーグ2015は, 愛知県内の36市町村[11]および
愛知県, 公益財団法人愛知県都市整備協会の職員, 合わせ
て 105 名が参加した. また, デザインリーグ 2016 は, 愛知
県内の 9市町村[12]および愛知県, 公益財団法人愛知県都市
整備協会の職員, 合わせて 21 名が参加した. さらに, デザ
インリーグ 2016 では, 若年層の視点を取り入れるため, 名
古屋工業大学の学部１年生 88名とまちづくりを学ぶ大学院
生 15名が参加した. デザインリーグ 2016の詳細は, 6章に
記載する. 
2.2 実験フロー  
	 本研究の実験フローを, 図 2 に示す. 3 章では, これまで
におこなった実験より得られた課題を踏まえ, 新たに投稿
評価機能およびコアタイム機能の提案, 実装をおこなう. 
	 4 章および 5 章では, 3 章で実装した機能について, それ
ぞれ評価実験をおこない, 機能の効果および課題点を把握
する. 得られた課題を踏まえ, 機能の改善を試みる. 
	 6 章では, デザインリーグ 2016 を対象とし, 議論データ
の集計による定量的評価および参加者へのアンケート調査

による心理的評価を把握する. 以上より,自治体職員および
学生を対象としたデザインリーグ 2016 における本支援シ
ステムの有効性を明らかにする. 

表１	 システムに搭載した機能 

図１	 支援システムのインターフェース 

図 2	 実験フロー 
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3. 新しい機能の実装  
	 前述したように, デザインリーグ 2015 より, 議論が進む
につれ, 投稿数が減少するといった課題がみられた. また, 
商品開発を対象とした実験より, 議論の終盤において, 参
加者間の十分な議論がおこなわれていない点が, 課題とし
て示された. これは, 意見を集約させる際において, 議論を
十分に支援できていないためと推察される. そこで, これ
らの課題点を改善するため, コアタイム機能および投稿評
価機能を実装する. 各機能の詳細を下記に示す. 
(1)  コアタイム機能  
	 ファシリテータが, 任意の時間帯をコアタイムとするこ
とで, 参加者に対して, その時間帯における議論の参加を
促す機能を実装した. コアタイム機能の概要を図 3 に示す.
これは, ファシリテータが議論のフェイズを移行させると
きなど, 議論に参加してほしいタイミングで, 活用するこ
とを狙いとしている. また, コアタイムの時間帯は, 投稿に
よる議論の獲得ポイントを倍増させることで, 参加者への
インセンティブを与える. ファシリテータがコアタイムを
設定すると, 議論画面の上部に表示される.  
(2)  投稿評価機能  
	 支援システムに投稿された意見を, 定量的に評価し, 重
み付けをおこなう機能を実装した.これまでの支援システム
は, 意見の重み付けが不明瞭であったため, 議論が絞り込
めない課題がみられた. そこで, 投稿を評価する機能とし
て, ２つの評価方法を採用した. 投稿評価機能の概要を図 4
に示す. 

	 まず, 賛同ボタン機能によって, 各投稿についた賛同数
をもとに順位付けする評価方法である. これを投稿ランキ
ング機能とする. 順位付けされた投稿は, 画面の右側に表
示され, 賛同数の増減によって, 随時変動する. そのため, 
議論期間中において, 参加者が投稿に賛同を付けていくこ
とにより, 議論の進行と同時並行で, 意見を評価する. この
機能は, 「収束フェイズ」において, 議論内容を絞り込む際
の一助となることを狙いとしている.  
	 次に,  意見が出揃い, 最終的な合意形成をおこなう際に, 
参加者が仮想通貨を用いて, 架空の投資をおこなう評価方
法である. これを投資機能とする. ファシリテータが, 議論
を「評価フェイズ」に移行させると, 参加者の議論画面が切
り替わり, 各投稿に投資できる画面になる. そこで, 参加者
は, 気に入った投稿に仮想通貨を振り分け, 投資した結果
は, 議論画面に表示される. この機能は, 「評価フェイズ」
において, 合意形成案をまとめる際の一助となることを狙
いとしている.  
 

4. コアタイム機能の評価実験  
4.1 実験概要  
	 実験の設定条件を以下に示す. 本実験では, 学生 40 名を
被験者とし, 10人ずつ, A, B, C, Dの 4チームに分けた. C
チームおよび D チームには, コアタイム機能を実装するこ
とで, 機能の有無を比較する. また, 議論期間は 3日間とし, 
ファシリテータは, 同一の人物が担当した. ファシリテー
タの発言が, 議論に与える影響を考慮し, ファシリテータ
の投稿は, 各チーム同じタイミング, 同じ内容のものとし
た. 議論テーマは, 「あなたが住みたい街は, どんな街」と
し, コアタイムの期間は, 各日 19時から 20時に設定した.  
	 コアタイム機能の有無が, 投稿数および閲覧数に及ぼす
差を把握し, さらにアンケート調査をおこなうことで, 機
能の効果および課題点を明らかにする.  
4.2 投稿数および閲覧数  
	 各チームの投稿数および閲覧数を表 2 に示す. 表 2 より, 
投稿数をみると, Cチームが 72件と最も高く, Bチームが, 

図 3	 コアタイム機能の概要 

図 4	 投稿評価機能の概要 
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15 件と最も少ないことがわかる. しかし, コアタイム機能
の有無によって, 投稿数に差はみられなかった.  
	 一方, 閲覧数をみると, CチームおよびDチームでは, 281
件および 158 件と, コアタイム機能がないチームに比べ, 
高い値を示している. これより, コアタイム機能が議論の
閲覧を促していると考えられる.  
	 以上より, コアタイム機能は, 参加者の閲覧を促す効果
が期待できるが, 投稿に影響を与えていないと考えられる. 
	 次に, 参加者別の投稿数を図 5に示す. 図 5より, 一度も
投稿をしなかった参加者の人数は, Aチームが 3人, Bチー
ムが 4人, Cチームが 2人, Dチームが 1人であった. また, 
チームの総投稿数のうち, 10%以上の投稿をした参加者の
人数は, Aチームが 3人, Bチームが 3人, Cチームが 4人, D
チームが 5人であった. これらより, コアタイム機能がない
チームは, 一部の参加者により, 議論が進められており, 一
方コアタイム機能があるチームは, より多くの参加者が議
論に関わっていると考えられる.  
	 以上より, コアタイム機能があることで, 幅広く参加者
の意見を引き出しながら議論を進める効果が期待できる.  

4.3 閲覧数の推移  
	 コアタイム機能の有無により差がみられた閲覧数に着目

し, 1時間ごとの閲覧数の推移を図 6に示す. 各日のコアタ
イム期間における閲覧数の推移を把握するため, 18 時台か
ら 19時台にかけての閲覧数の増減をみる.  
	 図 6より, 9月 28日において, CチームおよびDチームで
は, 増加がみられた. これは, コアタイム期間が設けられて
いることで, 議論の閲覧を促しているためと考えられる. 
しかし, 29日において, Dチームでは, 増加が見られたが, C
チームでは,変化はみられなかった. また, 30日において, C
チームでは,増加がみられたが, D チームでは, 変化はみら
れなかった. これは, コアタイムの時間帯が, 十分に周知で
きていなかった点が理由として推察される.  
4.4 アンケート調査  
	 コアタイム機能の有無による, 議論への評価の違いを把
握するため, アンケート調査をおこなった. アンケートは, 
アンケートフォーム添付したメールを送信し, 回答しても
らった. コアタイム機能があるチームの参加者 16 名, コア
タイム機能がないチームの参加者 11名の回答を得た.  
	 議論に関する 6 段階評定尺度の平均値[13]を表 3 に示す. 
また, 各設問において, t 検定をおこなったが，有意確率が
5%以下のものはみられなかった. 表 3より, 「6.議論に参加
する意欲」が最もコアタイム機能の有無による差が大きい

ことがわかる. これより, コアタイム機能があることで議
論に参加する意欲が向上する傾向があると考えられる. 
	 以上より, コアタイム機能は, 議論への参加意欲の効果
が期待できる.  

表 3	 議論に関する 6段階評定尺度の平均値 

図 6	 1時間ごとの閲覧数の推移 

表 2	 投稿数および閲覧数 

図 5	 参加者別の投稿数 
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4.5 機能の改善  
	 閲覧数の推移より, コアタイムの時間帯が十分に周知で
きていない課題があげられた. これは, コアタイムの時間
帯が議論上部のみにしか表示されないことが原因として考

えられる. そこで, ファシリテータがコアタイムを設定す
ると, 参加者に自動でメールの通知がいくように改善した. 
 

5. 投稿評価機能の評価実験  
5.1 実験概要  
	 実験の設定条件を以下に示す. 本実験では, 4 章の評価実
験と同じ学生を被験者とし, 組み合わせを変更し, 10 人ず
つ 4つのチームに分けた. CチームおよびDチームには, 投
稿評価機能を実装することで, 機能の有無を比較する. ま
た, 議論期間およびファシリテータに関して, 4 章の評価実
験と同様である. 議論テーマは, 「鶴舞公園で行うイベント
を企画してみよう」とした. 
	 投稿評価機能の有無が, 議論構造に及ぼす差を把握し, 
さらにアンケート調査をおこなうことで, 機能の効果およ
び課題点を明らかにする. 
5.2 議論構造  
	 各チームの議論構造を図 7 に示す.	 議論構造は, 議論テ
ーマへの課題や提案に関する投稿と, その意見の内容を補
足する投稿の構造関係を図式化している. また, Cチームお
よび D チームでは, 投稿に付いた賛同数によって, 投稿ラ
ンキングが作成され, その上位 3位の投稿に印をつけた. 
	 図 7より, Aチームでは,  「発散フェイズ」で投稿された
[A-9]と[A-12] が組み合わさることで, 合意案が作成されて
いる. 「収束フェイズ」では, [A-9]についての投稿はみられ
ず, [A-12]についての投稿は 1件のみであった. これらより, 
「収束フェイズ」で議論された内容が十分に合意案に反映

しているとはいえないと考えられる. また, B チームでは, 
「発散フェイズ」で投稿された[B-4]がそのまま合意案とな
っている.  
	 C チームでは, 投稿ランキングにおいて 1 位の[C-12]に, 
[C-3]および[C-15]が組み合わされることで合意案が作成さ
れている. D チームでは, 投稿ランキングにおいて 1 位の
[D-8]から, 「収束フェイズ」では, [D-13], [D-14], [D-15]が
派生している. これらの投稿に加え, [D-9]が組み合わされ
ることで, 合意案が作成されている. これらより, 投稿評価
機能があるチームでは, 投稿ランキングが上位の投稿を中
心に, 投稿が組み合わされ, 合意案が作成される傾向があ
ると考えられる.  
5.3 アンケート調査  
	 投稿評価機能の有無による, 議論への評価の違いを把握
するため, アンケート調査をおこなった. アンケートは, ア
ンケートフォームを添付したメールを送信し, 回答しても
らった. 投稿評価機能があるチームの参加者 11 名, 投稿評
価機能がないチームの参加者 13名の回答を得た.  
	 「収束フェイズ」および「評価フェイズ」における, 議論
に対する 6 段階評定尺度の平均値[13]を表 4 に示す. また, 
各設問において, t検定をおこない, 有意確率が 5%より小さ
いものを有意であると判断した. 表 4より, 「収束フェイズ」

図 7	 議論構造 
表 4	 議論に対する 6段階評定尺度の平均値	  

Vol.2016-ICS-185 No.10
  2016/12/13



情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report 

 

 

ⓒ2016 Information Processing Society of Japan 6 
 

において, 投稿評価機能があることで, 「1.収束方法のわか
りやすさ」「2.収束方法への満足度」「3.収束させることがで
きたか」「4.議論内容の把握しやすさ」「5.議論内容への満足
度」の 5項目で, 特に高い評価が得られた. また, 「評価フ
ェイズ」において, 投稿評価機能があることで, 「7.合意案
の決め方のわかりやすさ」「8.合意案の決め方への満足度」
「9.合意案に議論内容を反映できたか」「11.合意案への満足
度」の 4項目で, 特に高い評価が得られた. 
	 以上より, 投稿評価機能は, 「収束フェイズ」および「評
価フェイズ」において, 議論の支援に有効であるといえる. 
5.4 機能の改善  
	 評価実験では, 投稿ランキング機能は, 議論期間中, 常に
表示され, 議論の収束を支援していた. 一方, ブレインスト
ーミング（以下, BS）を考案したアレックス・F・オズボー
ンによると, BS の 4 原則のひとつとして, 「判断延期」が
ある[14]. これは, その場でアイデアを評価することや, 良
し悪しを判断することによって, アイデアの広がりを妨げ
るからである. そのため, 幅広く意見を出し合う「発散フェ
イズ」において, 投稿ランキング機能は, 議論を制約してし
まう恐れがある. そこで, 投稿ランキングは, 「発散フェイ
ズ」では表示せず, ファシリテータが「収束フェイズ」に切
り替えたときに, 表示されるように改善した.  
 

6. AICHI 街づくりデザインリーグ 2016 
6.1 実験概要  
	 	 デザインリーグ2016の概要を図8に示す. 本実験では, 
自治体職員 21 名に加え, 若年層の視点を取り入れるため, 
学生 103名が参加した. また, 各市町村の中で対象地域[15]
を定め, その各対象地域の「20 年後のまちづくり」につい
て, 議論をおこなった.  
	 本実験は, 学生に向けて, 各市町村の職員が, プレゼンを
おこなう「第 1部」と, プレゼン後に支援システムを用いて, 
インターネット上で継続的に議論をおこなう「第 2 部」が
ある. 第 1部では, 参加する 9市町村の職員が, 対象地域に
おける「20 年後のまちづくり」について, プレゼンをおこ

なう. 第 2部では, 第 1部終了後から１週間, 支援システム
を用いて, 各対象地域の 20 年後のまちづくりについて, 自
治体職員と学生を交えた議論をおこなった. また, 第 2部に
おいて, コアタイム期間を 11月 1日 10時から 12時および
11月 4日 15時から 17時に設定した. 
6.2 投稿数および閲覧数の推移  
	 期間中の投稿数, 投稿者数および閲覧数を表 5, 投稿数お
よび閲覧数の推移を図 9に示す. 表 5より, 期間中に投稿さ
れた投稿数は 344件, 投稿者数は 38名, アカウントの登録
者数は 124名であった.  
	 図 9より, 投稿数および閲覧数が, 議論開始から減少傾向
にあるが, コアタイムを設定した 11 月 1 日では, 増加して
いることがわかる. 同様に 11月 4日においても増加してい
ることがわかる. これらより, 議論期間中にコアタイムを
設定することで, 議論が活性化していると考えられる. 
6.3 対象地域に対する学生の印象変化  
	 継続的な議論による, 対象地域に対する学生の印象変化
を把握する. 「Phase2」の前後において, 「住みたいと思っ
た街」および「遊びに行きたいと思った街」を各対象地域

の中から, それぞれ 3つ選んでもらい, その変化をみる. 
	 継続的な議論による対象地域への印象変化を表 6に示す. 

図 8	 AICHI街づくりデザインリーグ 2016の概要 

図 9	 投稿数および閲覧数の推移 

表 6	 継続的な議論による対象地域への印象変化 

表 5	 投稿数, 投稿者数および閲覧数 
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表 6 より, 「住みたいと思った街」の構成比の差をみると, 
[犬山城下町]が 6.1%と, 最も増加しており, [太田川駅周辺]
が-7.0%と最も減少していることがわかる. 続いて, 「遊び
に行きたいと思った街」の構成比の差を見ると, [高蔵寺ニュ
ータウン]が 7.4%と最も増加しており , [豊川駅周辺]が
-9.0%と最も減少していることがわかる. これらより, 本支
援システムを用いて議論することで, 学生の各対象地域に
対する印象は変化すると考えられる.  
	 また, 本実験では, 対象地域を論点タグとして設定して
おり, 各投稿に付いた論点タグをもとに, 投稿を集計する. 
論点別の投稿数を表 7に示す. 表 7より, 各対象地域に関す
る投稿をみると, どの地域も 10%前後の投稿がみられた. 
これより, 継続的な議論では, 各対象地域に対して均等に
議論されていると考えられる. さらに, [小牧駅周辺]の投稿
数が最も多いことがわかる. 一方, 図 12より, [小牧駅周辺]
における「住みたいと思った街」の構成比の差を見ると, 
-0.6%と最も小さいことがわかる. 同様に, 「遊びに行きた
いと思った街」においても, 2.7%と[高蔵寺ニュータウン]や
[豊川駅周辺]に比べ, 小さいことがわかる. これらより, 継
続的な議論における各対象地域の投稿数は, 印象変化に影
響を与えていないと考えられる.	   
6.4 アンケート調査  
	 社会実験後に, 学生および自治体職員を対象としたアン
ケート調査をおこない, 支援システムを用いた本実験に対
する評価を把握する. アンケートは, アカウント登録の際
に登録されたメールアドレス宛にアンケートフォームを送

信し, 回答してもらった. 学生は, 参加登録 103 名のうち
39 名, 自治体職員は, 参加登録 21 名のうち 12 名の回答を
得た. また, 各設問においてカイ二乗検定をおこない，有意
確率が 1%より小さいものを有意であると判断した. 
	 学生を対象としたアンケート調査の設問内容を表 8, 集
計結果を図 10に示す. 図 10より, 設問 1, 設問 2について, 
79.6%の学生が, 自治体職員によるプレゼンの内容は, 興
味・関心が持てると回答しており, 74.4%の学生が満足でき
たと回答している. 設問3, 設問4について, 71.8%の学生が, 
COLLAGREEで行った議論の内容は, 興味・関心が持てる
と回答しているが , 満足できたと回答している学生は , 
56.4%と, 他の項目に比べ, 低いことがわかる. 設問 5 につ
いて, 76.9%の学生が, 街づくりに対する関心が高まったと
回答している. また, 設問 6 について, 74.4%の学生が, 街

づくりに対する理解度が高まったと回答している. これら
より, 本支援システムを用いたデザインリーグ 2016 は, 学
生の街づくりに対する学習効果があると考えられる. 
	 自治体職員を対象としたアンケート調査の設問内容を表

9, 集計結果を図 11に示す. 図 11より, 設問 2, 設問 3につ
いて, 91.7%の自治体職員が, COLLAGREE で行った議論
の内容は, 興味・関心が持てると回答しており, 83.3%の自
治体職員が満足できたと回答している. 設問 5 について, 
83.3%の自治体職員が, 今回行った取り組みにおいて, 学生
と議論することで, 新たな発見があったと回答している. 
これより, デザインリーグ 2016では, 自治体職員にとって, 
学生を交えて議論することは, 新しい発見があり, 有効で
あったと考えられる. 設問 6について, 95.8％の自治体職員
が, 今回行った取り組みが, 自治体のまちづくりに役立つ
と回答している.  
	 以上より, 本支援システムを用いたデザインリーグ 2016
では, 学生と自治体職員を交えて議論することは, 双方に
とって有効であったと考えられる.  
	 さらに, 学生を対象としたアンケート調査の集計結果と, 

表 8	 学生を対象としたアンケート調査の設問内容 

図 10	 学生を対象としたアンケート調査の集計結果 

図 11	 自治体職員を対象としたアンケート調査の集計結果 

表 9	 自治体職員を対象としたアンケート調査の設問内容 

表 7	 論点別の投稿数 
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回答者の議論行為との相関関係をみる. 議論行為として, 
投稿数, 閲覧数, 賛同数[16], 投稿の平均文字数を用いて検
証する. また, 相関係数が, ±0.2から±0.4は弱い相関があ
り, ±0.4から±0.7は相関があるものとした[17]. 
	 アンケートの集計結果と議論行為の相関係数を表 10に示
す. 表 10より, 設問 3, 設問 4について, 投稿数と弱い相関
がみられた. これより, 投稿をすることで, COLLAGREE
でおこなった議論の内容に対する興味や関心, 満足度が上
昇する傾向があると考えられる. 設問 5について, 閲覧数お
よび投稿の平均文字数と弱い相関がみられ, 投稿数と相関
がみられた. これより, 投稿をすることで, 街づくりに対す
る関心が高まると考えられる. 設問 6について, 投稿数と弱
い相関がみられた.これより, 投稿をすることで, 街づくり
に対する理解度が高まると考えられる. これらより, 議論
の閲覧や投稿に対する賛同行為といった議論への参加方法

は, まちづくりに対する学習効果に結びつかず, 実際に投
稿をすることで, 学習効果は向上すると推察できる. 
 

7. まとめ  
	 本研究で得られた知見を以下にまとめる. 
（1）コアタイム機能に関する評価実験の結果, コアタイム
機能の有無によって, 投稿数に差はみられなかったが, 閲
覧数は, コアタイム機能があるチームの方が高い値を示し
た. また, コアタイム機能があるチームでは, より多くの参
加者が議論に関わっていることがわかった. 閲覧数の推移
をみると, コアタイム期間において, 議論の閲覧が増加し
ている様子がみられたが, 変化がみられない日もあった.  
（2）投稿評価機能に関する評価実験の結果, 議論構造をみ
ると, 投稿評価機能があるチームでは, 投稿ランキングが
上位の投稿を中心に, 投稿が組み合わされ, 合意案が作成
されている様子がみられた. アンケート調査より, 投稿評
価機能があることで, 収束フェイズにおいて, 「1.収束方法
のわかりやすさ」をはじめとする 5 項目で特に高い評価が
得られた. また, 「評価フェイズ」において, 「7.合意案の
決め方のわかりやすさ」をはじめとする 4 項目で特に高い
評価が得られた. 
（3）デザインリーグ 2016 の結果, 投稿数および閲覧数の
推移をみると, 議論開始から減少傾向にあるが, コアタイ
ム期間において, 増加していることがわかった. また, 継続
的な議論による, 対象地域に対する学生の印象変化をみる
と, 議論の前後において, 変化する様子がみられた. アンケ
ート調査より, 学生は, まちづくりに対する関心および理

解度が向上していることがわかった. また, 自治体職員か
ら, 今回おこなった取り組みが, 自治体のまちづくりに役
立つと回答を得た. さらに学生を対象としたアンケート調
査の集計結果と回答者の議論行為の相関をみると, 投稿数
とまちづくりに対する関心の向上で相関がみられた. 
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